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第１章 序論 

近年、職場における労働者のメンタルヘルスについて、国の動向として 2015年 12月に

は、50人以上の事業場における労働者に対して、年 1回以上のストレスチェックが義務化

されるなど、社会状況として関心が集まっている（前田・横山，2017）。この背景として、

うつ病を含む気分障害の患者数が 2002年の 71.1万人から 2008年には初めて 100万人を超

え、その後も高い水準を維持し、2017年には 127.6万人を超え、過去最大の数となってい

る（厚生労働省，2017）。労働者がメンタルヘルス不調に陥った場合、生産性の低下、病休

の発生、他の人員の確保による労働コストの上昇、長期間の休業による医療費の増大等、

企業に様々な影響を及ぼすことが知られている（遠藤，2017）。 

このように、職場におけるメンタルヘルス不調の問題は、当人だけの問題で終わらすこ

とができない深刻なものとなっていることが分かる。そういったメンタルヘルス不調対策

の一環として、職場復帰・再休職予防を目標として掲げ、症状が再発せずに安定した就労

が継続できる復職への準備が整っている状態である復職準備性を高める役割を担うリワー

クプログラムが注目されており、その効果が期待されている（川本・塩崎，2011）。しかし、

その復職準備性の評価は、他者評価が中心であり、客観的な判断指標としては疑問が残る。

そこで、その客観的指標として今回検討するものが、内田クレペリン精神検査である（以

下 UK法と略記）。 

 

第２章 目的 

本研究では、メンタルヘルス不調者を対象にリワークプログラム開始時と終了時に UK

法を実施し、リワークプログラムに通所したことによる作業能力・精神的安定性等の改善

効果を検証することを目的とする。 

 

第３章 研究方法 

3.1  対象 

メンタルヘルス不調が原因で休職をしており、研究協力機関である中部地区の病院のリ

ワークプログラムに参加した者 42 名（男性 39 名、女性 3名、年代は 30-40 代が 78.6%、

50代が 11.9%）を対象とした。 

 

3.2  分析方法 

研究協力機関において、研究への同意を得られた調査者のリワークプログラムの開始時・

終了時に実施した UK 法のデータを分析する。分析には IBM SPSS Statistics Ver.25 と

js-STAR Ver.9.7.8jを(http://www.kisnet.or.jp/nappa/software/star/)用い、下記の内

容について行った。 

リワークプログラムの利用期間（短期群・長期群）と UK 法実施時期（リワークプログ

ラム開始前・終了後）を独立変数、UK法の各指標（平均作業量、前期平均作業量、後期平

均作業量、後期上回り率、誤答数、訂正数、行飛ばし数、PF値）の結果を従属変数とした

2要因混合計画の分散分析を行った。また、UK法結果の各指標について、指標間の関連の

強さを検討するため、指標毎に相関係数を算出した。 

 



 

2 

第４章 結果 

リワークプログラムの利用期間（中央値 160日で短期群・長期群の 2群を形成、各群 n=21）

と実施時期を独立変数とした 2要因分散分析を行った結果、平均作業量は利用期間短期群

で開始時 58.7（±9.74）、終了時 65.9（±12.70）、長期群は開始時 47.6（±10.73）、終了

時 54.9（±11.18）となり、利用期間、実施時期の主効果が有意となった（平均作業量に

おける利用期間の主効果 F(1,40)=10.75，平均作業量における時期の主効果 F(1,40)=53.86,

いずれも p<.01）。 

また、リワークプログラムの利用期間とリワークプログラム開始時の平均作業量の相関

は-0.41（p<.01）と有意な負の相関を示した。さらに、開始時の PF値と終了時の PF値の

相関は 0.61（p<.01）と有意な正の相関を示した。 

 

第５章 考察 

本研究の結果から、リワークプログラムの開始時よりも終了時に行った UK 法の各平均

作業量の方が増加したことが明らかとなった。加えて、利用期間別に利用者の各平均作業

量を見た時に、利用期間が短い群は高い群よりも各平均作業量がもともと高いことが明ら

かとなった。また、リワークプログラムの開始時点での定型性/非定型性は、リワークプロ

グラムを経た後の終了時点でも変化が見られない傾向にあることが明らかとなった。この

結果から、リワークプログラム開始時の段階で終了時の結果の予測が可能となり、明確な

判断基準のない復職判断の可否を円滑に行うことができるということが示唆され、川越（2019）

の、UK法はメンタルヘルス不調者の復職可否判断において、客観的指標となりうる可能性

が考えられる、という結果を支持する形となった。 

 

第６章 今後の課題 

1 点目は調査協力者のリワークプログラムへの出席率やドロップアウトの考慮をしてい

ないという点、2 点目は調査協力者の服薬情報についての考慮をしていないという点、3

点目は復職後の予後についての観点までは考慮をしていないという点、この三点が挙げら

れる。 
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